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₁ ．はじめに

　₁₉₈₁年の新耐震設計法導入から₃₀年が経過し，新耐震基
準による家屋でも建築年が₂₀年を超えるものが多くなって
いる。₂₀₀₆年に耐震改修促進法が改正され，国の基本方針
において，建築物の現状の耐震化率₇₅％を₂₀₁₅年までに少
なくとも₉₀％にするという目標設定がなされたが，広島県
の住宅における当時の耐震化率は₇₂％と全国平均を下回っ
ていた₁︶。
　筆者らは木造住宅の耐震診断と耐震改修に関する住民意
識の質問紙調査₂︶ として₂₀₁₀年末にアンケート調査を行っ
た。その中で，耐震診断の希望を募ったところ，回答の
あった₂₃₃件中₇₃件が希望した。希望者のうち，設計図書の
ある₄₃件について耐震診断調査を行い，設計図書に基づく
診断値を把握することにした。耐震診断調査を行う際，設
計図書には接合部の仕様の不明なものが多くあるため，接

合部仕様が耐震診断値に及ぼす影響度を調べ，年代との関
係を検討した。また，₂₀₀₀年の建築基準法施行令改正によ
り，耐力壁の配置に四分割法もしくは偏心率の計算が必要
となったが，改正前後での偏心率の存在の割合を把握し，
四分割法と偏心率との耐力壁のバランス評価の整合性を調
査した。

₂ ．耐震診断調査

₂.₁　調査対象家屋

　調査を行った家屋の概要および建築年を構法別・年代順
に表 ₁に示す。耐震診断の対象としたのは，アンケート調
査を行った広島県の広島市佐伯区屋代と廿日市市佐方の既
存家屋₄₃件である。家屋の建築年が新耐震設計法導入前の
₁₉₆₉年から₁₉₈₁年までが₁₂件，導入後の₁₉₈₂年から₂₀₀₉年
までが₃₂件である。構法別の内訳は，在来軸組構法₃₄件，
枠組壁工法 ₈件，伝統的構法 ₁件である。
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₂.₂　診断方法

　入手した設計図面を基に，「木造家屋の耐震診断と補強方
法」（₂₀₀₄年改訂版）₃︶ に準拠する耐震診断プログラムを用
いて，壁量充足率，四分割法による家屋平面の両端 ₄分の
₁部分の壁量充足率の比，一般診断による上部構造評点，
偏心率を算出した。上部構造評点は，外力に対して保有す
る水平耐力の安全率に相当し，各階・各方向について算出
したものの最小値で表される。上部構造評点結果の判定基
準は表 ₂の通りである。診断は設計図書のみに基づいて行
い，個別の建物に対する現地調査は実施していない。ただ
し，家屋重量の判断要因として外観から屋根の情報を入力
した。なお，地盤・基礎は評価に入れていない。

₃ ．耐震診断結果

　一般診断による上部構造評点，偏心率，壁量充足率，四
分割法による壁量充足率比を表 ₃にまとめて示す。

₃.₁　壁量充足率と建築年の関係

　建築年と壁量充足率の関係を検討するため両者の関係を
図 ₁に示す。必要壁量は新耐震基準の前と後で異なるため
各家屋の建築当時の基準に基づいて算出した。在来軸組構
法の家屋で，壁量充足率は建築年と正の相関がみられる。
壁量充足率と建築年に比例関係があるとした時の相関係数
は₀.₃₇であり，明確な関係とは言えない。₁₉₈₁年の新耐震
以前の家屋は伝統的構法 ₁件と在来軸組構法₁₀件の計₁₁件
あるが，その内 ₄件で壁量充足率が₁.₀を下回っている。建
築年当時の基準を満足しない家屋が存在する。伝統的構法
₁件については，建築年は₁₉₆₉年と古い家屋ではあるが，
壁量充足率は₂.₄₅と高かった。
　₁₉₈₁年以前の家屋に対して現行基準に基づいて必要壁量
を算出したものを図 ₂に示す。建築基準法による各階床面
積当たりの必要壁量の新旧基準の違いを表 ₄に示す。現行
基準によると，建築年が₁₉₈₁年以前の家屋では在来軸組構
法の家屋₁₁件中で ₇件と，半数以上で壁量充足率が₁.₀を下
回った。建築年と壁量充足率に相関係数₀.₆₀の比例関係が
みられる。在来軸組構法において，古い家屋では，壁量充
足率が現行基準を満足しない家屋が多く存在することがわ
かる。

表 ₁　調査対象住宅概要

家
屋
名

建物概要一覧

建築
年

構
法 外　壁　材 主な耐力要素

TMN ₁₉₆₉

在
来
軸
組
構
法

モルタル塗壁 筋かい（₄₅×₉₀）

OGW ₁₉₇₂ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

NSM₂ ₁₉₇₄ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

OKD ₁₉₇₅ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

KBM ₁₉₇₆ モルタル塗壁 筋かい（₃₀×₉₀）

UEN ₁₉₇₇ モルタル塗壁 筋かい（₄₅×₉₀）

KTO ₁₉₇₈ きずり等釘打ち 筋かい（₄₅×₉₀）

NSU ₁₉₈₀ 不明（耐力有） 筋かい（₃₀×₉₀）

TKH ₁₉₈₀ モルタル塗壁 筋かい（₃₀×₉₀）

OIE ₁₉₈₁ ラスシート 筋かい（₃₀×₉₀）

TBI ₁₉₈₂ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

NSM ₁₉₈₃ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

HJM ₁₉₈₃ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

YSK ₁₉₈₄ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

HYS₂ ₁₉₈₄ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

MYT ₁₉₈₄ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

MYT₂ ₁₉₈₄ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

WTN ₁₉₈₅ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

KIT ₁₉₈₅ 不明（耐力有） 筋かい（₃₀×₉₀）

NKO ₁₉₈₆ ラスシート 筋かい（₃₀×₉₀）

YSO ₁₉₈₈ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

NSY ₁₉₈₈ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

NKM ₁₉₈₉ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

NSJ ₁₉₉₀ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

TKZ ₁₉₉₁ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

SSK ₁₉₉₁ サイディング張 筋かい（₄₅×₉₀）

STM ₁₉₉₃ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

SGN ₁₉₉₃ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

IND ₁₉₉₃ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

HNO ₁₉₉₄ 不明（耐力有） 筋かい（₄₅×₉₀）

WTN₂ ₂₀₀₁ サイディング張 筋かい（₄₅×₉₀）

SSK₂ ₂₀₀₅ きずり等釘打ち 筋かい（₄₅×₉₀）

MYS ₂₀₀₆ サイディング張 筋かい（₄₅×₉₀）

MKI ₂₀₀₇ ラスシート 筋かい（₄₅×₉₀）

YSY ₁₉₇₆

枠
組
壁
工
法

ラスシート 不明

NKT ₁₉₈₃ ラスシート 構造用合板

HKD ₁₉₈₃ ラスシート 不明

HSD ₁₉₈₃ ラスシート 不明

KWN ₁₉₈₅ ラスシート 不明

DUM ₁₉₈₆ ラスシート 不明

ITU ₁₉₉₅ 構造用合板 不明

KWN ₂₀₀₉ サイディング張 構造用合板

HYS ₁₉₆₉ ※ 土塗壁（ ₇～ ₉ cm） 筋かい（₄₅×₉₀）

※伝統的構法

表 ₂　上部構造評点の判定基準₃︶

上部構造評点 判　定　内　容

₁.₅以上 倒壊しない ◎

₁.₀以上₁.₅未満 一応倒壊しない ○

₀.₇以上₁.₀未満 倒壊する可能性がある △

₀.₇未満 倒壊の可能性が高い ×
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表 ₃　診断結果一覧

家
　
屋
　
名

建
　
築
　
年

構
　
法

一　般　診　断 壁　量　計　算

上部構造評点

偏心率

壁量充足率 四分割法

接合部金物仕様
建築年時 
基準 現行基準 壁量 

充足率比年代に 
対応※ ₁ 仕様Ⅰ 仕様Ⅱ 仕様Ⅲ

TMN ₁₉₆₉

在
来
軸
組
構
法

₀.₆₄ ₀.₉₃ ₀.₈₂ ₀.₆₄ ₀.₀₅ ₁.₀₂ ₀.₇₄ ₀.₆₅
OGW ₁₉₇₂ ₀.₄₂ ₁.₀₇ ₀.₉₁ ₀.₄₂ ₀.₄₀ ₁.₇₅ ₁.₂₇ ₀.₉₈
NSM₂ ₁₉₇₄ ₀.₅₂ ₀.₈₇ ₀.₇₇ ₀.₅₂ ₀.₁₅ ₀.₆₇ ₀.₄₉ ₀.₄₇
OKD ₁₉₇₅ ₀.₉₄ ₁.₄₉ ₁.₂₁ ₀.₉₄ ₀.₁₄ ₁.₄₄ ₁.₀₅ ₀.₄₇
KBM ₁₉₇₆ ₀.₇₄ ₁.₀₇ ₀.₉₂ ₀.₇₄ ₀.₁₅ ₀.₉₄ ₀.₆₈ ₀.₉₉
UEN ₁₉₇₇ ₀.₄₇ ₁.₁₄ ₁.₀₀ ₀.₄₇ ₀.₃₆ ₁.₅₇ ₁.₁₄ ₀.₈₂
KTO ₁₉₇₈ ₀.₄₀ ₁.₁₉ ₁.₀₄ ₀.₄₀ ₀.₃₃ ₁.₃₈ ₁.₀₀ ₀.₆₀
NSU ₁₉₈₀ ₀.₅₁ ₀.₇₆ ₀.₇₆ ₀.₅₁ ₀.₃₅ ₀.₇₃ ₀.₅₃ ₀.₆₇
TKH ₁₉₈₀ ₀.₆₁ ₁.₀₃ ₀.₈₇ ₀.₆₁ ₀.₂₃ ₁.₁₇ ₀.₈₅ ₀.₈₇
OIE ₁₉₈₁ ₀.₅₆ ₀.₄₈ ₀.₈₂ ₀.₅₆ ₀.₁₈ ₁.₁₁ ₀.₈₁ ₀.₃₃
TBI ₁₉₈₂ ₁.₄₅ ₁.₈₆ ₁.₄₅ ₀.₉₁ ₀.₁₂ ₁.₁₆ ₁.₁₆ ₀.₇₀
NSM ₁₉₈₃ ₁.₀₆ ₁.₄₅ ₁.₀₆ ₀.₆₃ ₀.₀₁ ₁.₃₆ ₁.₃₆ ₀.₇₇
HJM ₁₉₈₃ ₁.₀₂ ₁.₃₉ ₁.₀₂ ₀.₆₀ ₀.₀₉ ₁.₂₅ ₁.₂₅ ₀.₈₈
YSK ₁₉₈₄ ₁.₂₀ ₁.₆₀ ₁.₂₀ ₀.₇₁ ₀.₁₃ ₁.₃₆ ₁.₃₆ ₀.₂₉
HYS₂ ₁₉₈₄ ₁.₄₅ ₁.₇₂ ₁.₄₅ ₀.₅₄ ₀.₀₅ ₁.₅₇ ₁.₅₇ ₀.₄₅
MYT ₁₉₈₄ ₁.₀₆ ₁.₁₄ ₁.₀₆ ₀.₆₉ ₀.₀₀ ₁.₁₄ ₁.₁₄ ₀.₆₀
MYT₂ ₁₉₈₄ ₁.₂₈ ₁.₅₀ ₁.₂₈ ₀.₄₅ ₀.₁₉ ₁.₀₀ ₁.₀₀ ₀.₆₀
WTN ₁₉₈₅ ₀.₇₉ ₂.₁₂ ₀.₇₉ ₀.₅₉ ₀.₃₀ ₂.₀₄ ₂.₀₄ ₀.₄₂
KIT ₁₉₈₅ ₀.₇₂ ₀.₄₁ ₀.₇₂ ₀.₅₁ ₀.₁₂ ₀.₇₁ ₀.₇₁ ₀.₈₈
NKO ₁₉₈₆ ₁.₂₂ ₁.₃₉ ₁.₂₂ ₀.₈₄ ₀.₀₆ ₁.₁₆ ₁.₁₆ ₀.₈₃
YSO ₁₉₈₈ ₁.₀₁ ₁.₃₁ ₁.₀₁ ₀.₇₂ ₀.₂₄ ₁.₂₇ ₁.₂₇ ₀.₀₀
NSY ₁₉₈₈ ₀.₅₁ ₁.₂₉ ₀.₅₁ ₀.₃₅ ₀.₄₀ ₁.₂₁ ₁.₂₁ ₀.₆₆
NKM ₁₉₈₉ ₀.₉₆ ₁.₀₀ ₀.₉₆ ₀.₅₈ ₀.₀₁ ₀.₉₇ ₀.₉₇ ₀.₆₆
NSJ ₁₉₉₀ ₁.₆₃ ₁.₉₂ ₁.₆₃ ₀.₈₈ ₀.₀₅ ₁.₈₅ ₁.₈₅ ₀.₉₇
TKZ ₁₉₉₁ ₀.₆₈ ₀.₈₀ ₀.₆₈ ₀.₄₄ ₀.₄₃ ₁.₃₇ ₁.₃₇ ₀.₂₂
SSK ₁₉₉₁ ₀.₆₃ ₀.₇₅ ₀.₆₃ ₀.₄₇ ₀.₃₂ ₁.₈₉ ₁.₈₉ ₀.₇₁
STM ₁₉₉₃ ₀.₉₄ ₁.₃₆ ₀.₉₄ ₀.₅₃ ₀.₃₁ ₁.₇₈ ₁.₇₈ ₀.₂₂
SGN ₁₉₉₃ ₁.₁₈ ₁.₃₁ ₁.₁₈ ₀.₉₅ ₀.₁₇ ₁.₂₄ ₁.₂₄ ₀.₆₄
IND ₁₉₉₃ ₀.₈₈ ₁.₂₀ ₀.₈₈ ₀.₃₇ ₀.₁₈ ₁.₀₄ ₁.₀₄ ₀.₉₅
HNO ₁₉₉₄ ₀.₆₄ ₀.₇₆ ₀.₆₄ ₀.₃₃ ₀.₄₆ ₁.₂₂ ₁.₂₂ ₀.₀₀
WTN₂ ₂₀₀₁ ₁.₈₂ ₁.₈₂ ₀.₇₇ ₀.₅₂ ₀.₀₆ ₁.₃₈ ₁.₃₈ ₀.₄₆
MYS ₂₀₀₄ ₁.₉₃ ₁.₉₃ ₁.₅₇ ₁.₁₂ ₀.₁₀ ₁.₅₇ ₁.₅₇ ₀.₆₈
SSK₂ ₂₀₀₅ ₁.₈₆ ₁.₈₆ ₁.₄₇ ₀.₉₉ ₀.₀₈ ₂.₀₅ ₂.₀₅ ₀.₇₇
MKI ₂₀₀₇ ₁.₅₀ ₁.₅₀ ₁.₃₆ ₀.₈₉ ₀.₁₀ ₁.₅₂ ₁.₅₂ ₀.₇₁

YSY ₁₉₇₆

枠
組
壁
工
法

₁.₀₀ ₀.₂₅
NKT ₁₉₈₃ ₀.₆₉ ₀.₃₁
HKD ₁₉₈₃ ₀.₇₄ ₀.₁₉
HSD ₁₉₈₃ ₁.₀₂ ₀.₁₇
KWN ₁₉₈₅ ₀.₅₈ ₀.₁₁
DUM ₁₉₈₆ ₀.₆₃ ₀.₂₁
ITU ₁₉₉₅ ₁.₂₇ ₀.₁₃
KWN₂ ₂₀₀₉ ₁.₄₃ ₀.₂₈

HYS ₁₉₆₉ ※ ₂ ₀.₅₉ ₁.₂₀ ₀.₉₇ ₀.₅₉ ₀.₂₉ ₂.₄₅ ₁.₇₈ ₀.₆₇

※ ₁ 　設計図書に接合部仕様の情報がないため，表 ₅の年代の仕様であったとして適用している。
※ ₂　伝統的構法
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₃.₂　接合部金物仕様別の上部構造評点

　接合部金物仕様の種別Ⅰ，Ⅱ，Ⅲを表 ₅に示す。設計図
書では接合部仕様が記載されていないため，仕様種別 ₃通
りの診断値を算出し，比較を行った。図 ₃から図 ₅に在来
軸組構法の各種接合部仕様の上部構造評点を示す。図 ₆に
接合部仕様 ₃種の評点の違いをまとめたものを示す。図 ₃
から図 ₆の中の家屋は年代順に並べており，右に行くほど

建築年の新しい家屋となっている。接合部仕様に基づく上
部構造評点の平均値は，図 ₃の仕様Ⅲでは₀.₆₃であった。
ほぼすべての家屋の評点が₁.₀を下回っており，倒壊の可能
性が高いことを示す₀.₇を下回る評点の家屋も多く存在して
いる。
　図 ₄の仕様Ⅱでは評点の平均値は仕様Ⅲの₀.₆₃から₀.₃₉
ポイント上昇し₁.₀₂となった。₁₉₈₀年以前の古い家屋につ
いては評点のばらつきはあまり見られず，その評点は₀.₇～
₁.₀付近である。₁₉₈₁年以降の家屋では評点が₀.₅～₁.₅程度
とばらつきが大きい。図 ₅の仕様Ⅰでは評点の平均値は仕
様Ⅱの₁.₀₂からさらに₀.₂₆ポイント上昇し₁.₂₈となった。
しかし，全体に評点は高い値をとっているが，ばらつきも
大きくなっている。
　図 ₆の家屋ごとの上部構造評点の変動をみると，接合部
仕様を仕様Ⅲから仕様Ⅰに変更した場合，平均値で₀.₆₅，
最大のケースで₁.₅₃と非常に大幅な上昇がある。上部構造
評点の判定基準は表 ₁に示した通りであるが，接合部仕様
の変更により評点が₀.₆₃ポイント上昇するということか
ら，接合部仕様が上部構造評点に大きな影響を与えること
がわかった。
　接合部金物を仕様Ⅰに変更した場合でも逆に評点が下が
る家屋が ₂件あった。この ₂件は，平面上の耐力壁の位置
が偏っており，接合部仕様Ⅲで偏心率が₀.₃₀を超えたため
に，評点が下がったものである。

₃.₃　上部構造評点と建築年の関係

　上部構造評点と建築年の関係を図 ₇に示す。在来軸組構
法の上部構造評点を算出する際，接合部金物の仕様は，こ
こでは各家屋の建築年当時の仕様であったとしている。 在
来軸組構法の家屋の上部構造評点と建築年に相関係数 R＝
₀.₆₆の比例関係がみられ，上部構造評点にややばらつきの
あることがわかる。枠組壁工法でも，建築年と正の相関が
みられるが，診断件数が少ないためあまり明確ではない。

₃.₄　偏心率と建築年の関係

　偏心率と建築年の関係を図 ₈に示す。上部構造評点にお
いて，保有する耐力を算出する際，偏心率が₀.₃を超える
と，耐力要素の配置による低減係数が乗じられる。耐力要
素の配置による低減係数を表 ₆に示す。偏心率が₀.₃を超え
た家屋は，在来軸組構法で ₉件，枠組壁工法で ₁件ある。
偏心率と建築年に相関は特に見られない。₂₀₀₀年の改正前
の建築基準法では壁配置について，「つりあいよく」と記載
されているだけで，定量的に規定されていなかった。この
ことが，偏心率のばらつきに影響したと考えられる。在来
軸組構法，枠組壁工法ともに，建築年が₂₀₀₀年以降の家屋
で偏心率が₀.₃を超える家屋はないからである。また，在来

図 ₁　壁量充足率と建築年

図 ₂　壁量充足率と建築年（現行基準適用）

表 ₄　各階床面積当たりの必要壁量

₂階建ての場合
屋根の重い建築物 屋根の軽い建築物

₁階 ₂階 ₁階 ₂階

建築 
基準法

₁₉₅₀年制定 ₁₆ ₁₂ ₁₂  ₈

₁₉₅₉年改正 ₂₄ ₁₅ ₂₁ ₁₂

₁₉₈₁年改正 ₃₃ ₂₁ ₂₉ ₁₅

※単位は cm/m₂

表 ₅　接合部金物仕様₃︶

種別 仕様

Ⅰ 平成₁₂年建築基準法施行令告示₁₄₆₀号に適合する金物の
仕様

Ⅱ 平成₁₂年以前に一般的に使用されていた金物
（羽子板ボルト，山形プレートなど）

Ⅲ
昭和₅₆年以前に一般的に使用されていた金物
金物が使用されていない場合も仕様Ⅲとする
（ほぞ差し，かすがい打など）



15─　　─

既存木造家屋の建築年代別壁量充足率と耐震診断値の関係

軸組構法の家屋では，建築年が₂₀₀₀年以降の家屋は偏心率
が₀.₁以下であり，つりあいよい壁配置が実現されている。
₂₀₀₀年の建築基準法施行令でのつりあいよい壁配置の定量
化の効果が表れている。

₃.₅　上部構造評点と偏心率の関係

　上部構造評点と偏心率の関係を図 ₉に示す。在来軸組構
法では，偏心率が₀.₃を超えると，表 ₆に示す低減係数が乗
じられるため，階段状に評点が下がる。偏心率は₀.₃を超え

図 ₃　接合部仕様Ⅲ上部構造評点（在来軸組構法）

図 ₄　接合部仕様Ⅱ上部構造評点（在来軸組構法）

図 ₅　接合部仕様Ⅰ上部構造評点（在来軸組構法）

図 ₆　接合部仕様別の上部構造評点の違い（在来軸組構法）
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構法₃₄件中，壁量充足率の比が₀.₅以上で偏心率が₀.₃を超
える家屋が ₆件ある。また，壁量充足率の比が₀.₅未満の家
屋でバランスが悪いとされるものに，偏心率が₀.₃以下の家
屋が ₈件ある。このように四分割法と偏心率との壁配置の
評価の整合性がとれていない家屋が在来軸組構法₃₄件中₁₄
件と多く存在している。これは，四分割法では家屋の平面
における壁配置の評価が，うまくなされていないケースが
あることを示している。

₄ ．結　論

₁ ）壁量充足率は，建築年時点で当時の必要壁量を満足し
ていない家屋が₃₄件中 ₅件あった。壁量充足率を現行
の基準で算出した場合，必要壁量を満足していない家
屋が ₈件となった。壁量充足率と建築年の正の相関が
見られるが，相関係数 R＝₀.₆₀でありばらつきはやや
大きい。

₂）接合部金物仕様 ₃種の上部構造評点を比較した。接合
部の仕様が，上部構造評点に明らかに大きな影響を与
えることが認められた。上部構造評点の平均値は，仕
様Ⅲで₀.₆₃，仕様Ⅱでは₁.₀₂となり仕様Ⅲから₀.₃₉ポ
イント上昇，仕様Ⅰでは₁.₂₈となり仕様Ⅱから₀.₂₆ポ
イント上昇と大きく上昇した。上部構造評点の平均値
で₀.₆₅ポイントと大きく上昇した。

₃）上部構造評点は，建築年と正の相関があるが，相関係
数 R＝₀.₆₆ でばらつきはやや大きい。

₄）₂₀₀₀年以降に建築された家屋は偏心率が₀.₃以下で小さ
く，つりあいよい壁配置がなされている。₂₀₀₀年以前
の家屋については偏心率と建築年，偏心率と上部構造

なくても偏心の大きい家屋も存在する。しかし，これらの
比較的偏心の大きい家屋では，偏心による評点の低減はな
いが危険側の評価となっている可能性がある。上部構造評
点は偏心率に逆比例するように評価する事が望ましい。

₃.₆　偏心率と四分割法による壁量充足率比の関係

　壁量計算での四分割法による壁配置のバランスと偏心率
との整合性を調べた。在来軸組構法家屋の偏心率と，四分
割法による壁量充足率の比の関係を図₁₀に示す。壁量充足
率の比とは，壁量計算において各階各方向の両端 ₄分の ₁
の部分の壁量充足率の比をとったものである。四分割法で
は壁量充足率の比が₀.₅以上であれば，つりあいよい壁配置
がなされていると評価されることになる。しかし在来軸組

図 ₇　上部構造評点と建築年

図 ₈　偏心率と建築年

表 ₆　耐力要素の配置による低減係数₃︶

偏心率
床仕様 ₀.₀₀～₀.₃₀ ₀.₃₀～₀.₆₀ ₀.₆₀～

Ⅰ－合板 ₁.₀₀ ₀.₇₀ ₀.₆₀

Ⅱ－火打ち＋荒板 ₁.₀₀ ₀.₅₀ ₀.₄₅

Ⅲ－火打ちなし ₁.₀₀ ₀.₃₀ ₀.₃₀

図 ₉　上部構造評点と偏心率

図₁₀　偏心率と四分割法による壁量充足率比
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し，深く感謝致します。
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評点に相関は見られない。
₅）壁量計算での四分割法による壁配置のバランスの評価
と，偏心率との整合性がとれていない家屋が₃₄件中₁₄
件と多く存在している。これは，家屋の平面における
壁配置のバランスの評価が，四分割法ではうまくなさ
れていないケースがあることを示している。
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